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本文は p.36 へ
消防防災に関する科学技術動向
―消防防災領域でのイノベーションを目指して―
　近年の住宅火災死者の急増傾向など、かつて安全と言われた我が国の多くの場面で劣
化や不安全化が進展している。また、都市部開発の再開発などによる新たな過密都市空
間の登場など、社会の安全・安心を脅かす要因が増加している。第３期科学技術基本計
画において「安全・安心な社会の実現」は大きな柱の一つとされており、その一翼を担
う「消防防災の科学技術」についても分野別推進戦略の重点研究課題として取り上げら
れている。科学技術の成果の活用は、法令基準への反映など潜在危険の発掘や安全基準
策定等の災害予防と、消防用装備の高度化など災害発生後の対応の両面の視点が必要で
ある。これまでのところ、法令基準に活用する努力は一定の成果を上げているものの、
具体的な消防活動など事後対応への成果の導入は必ずしも十分とは言えない。限られた
研究資源のなかでは課題の選択と研究資源の集中が必要であり、これまで以上に研究成
果が具体的に社会に還元されるための施策も求められている。
　消防防災に関する研究開発部門を有する地方自治体消防機関は全国で 9 機関あり、研
究費の総計は約１億円である。消防装備・資機材等の改良、改造等現場に密着した技術
開発や応用研究、火災原因究明のための調査、分析、試験等が行われている。一方、国
においては 2006 年 4 月に総務省消防庁に消防技術政策室が新設され、消防庁および消
防研究センターにおいて、緊急消防援助隊の装備開発、地震等大規模自然災害対応情報
システム、過密都市空間での火災進展等を予測する手法の確立など、全国共通の課題に
ついて産学官共同の研究開発が行われている。特に出口を意識した課題としては、省庁
連携と産学官連携により、ナノテク消防防護服の開発、ヘリコプターと通信衛星との直
接交信技術の導入配備、偵察・支援ロボットの配備などが試みられている。
　今後、研究開発の成果が消防防災の活動現場で使用されるためには「調達までを見越
した仕組み」をイメージすることが重要である。消防防災における科学技術に特有のイ
ノベーション阻害要因としては、全国消防予算の中でも装備費は 10% 以下と市場規模
が小さいうえに、800 弱もある消防本部が個別に資機材調達を行っていることが挙げら
れる。このような問題を解決するには、国と地方の連携が重要であり、国が主導する標
準仕様策定や共同購入の導入などの施策が有効であると考えられる。また、研究開発成
果を社会のイノベーションに繋げるためには、研究成果の価値を客観的に理解し、評価
と説明ができる科学技術コーディネーターの存在が重要であり、今後、その育成施策も
鍵になると考えられる。
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1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　近年の住宅火災死者の急増傾向
など、かつて安全と言われた我が
国の多くの場面でも劣化や不安全
化が進展している。2007 年新潟
県中越沖地震に見られるように地
震災害と土砂災害が複合するケー
ス、台風や竜巻等の自然災害多発
などは気になる傾向である。また、
バブル崩壊により中断されていた
都市部の開発が再開され、新たな
過密都市空間が登場しており、安
全・安心を脅かす要因が増加して
いる。
　このような背景から、安全・
安心な社会を実現するための科
学技術の必要性が従来以上に高
まっている。安全・安心の科学技
術の一翼を担う「消防防災の科学
技術」についても、これまで以上
に、研究の成果が具体的に社会に
還元されるための施策が求めら
れている。安全・安心を獲得する
ためには、潜在危険の発掘と安全
基準策定等の災害予防のための
科学技術活用（法令基準への反映
など）、災害発生後の対応のため
の科学技術活用（消防用装備の高
度化など）の両面において社会還
元が不可欠である。これまでに
も、法令基準に消防防災科学技術
の成果を活用する努力は実施さ
れ、一定の成果を上げている。一
方、消防活動など事後対応への消
防防災科学技術の研究開発成果
の導入は必ずしも十分とは言え
ない１）。
　本稿では、図表 1 に示すように、
従来は十分な検討が実施されて
こなかった、災害発生後の対応被
害軽減のために科学技術を活用
するという視点に焦点を当てて、
現状と課題について整理し、特
に消防防災の分野において科学
技術でイノベーションを実現す
るための課題を分析し、イノベー
ション達成に向けた提言を行う。
図表 1　消防防災における研究成果の社会還元
災害発生を未然防止する研究
潜在的危険の発掘・新対策技術の開発
緊急時の災害拡大防止の研究
3. 施策戦略の立案
2. 消防力の科学技術による強化
（装備・機器）
1. ルールメーキング（技術基準への反映：
予防・危険物・消防力指針・・・・）
原因究明と対策技術確立
2  消防防災の傾向と災害をとりまく状況の変化 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　総務省消防庁が発行している
「消防白書」２）は、火災だけでな
く、危険物施設・石油コンビナー
トの災害、風水害、火山災害、地
震災害等の自然災害、原子力災害
等の特殊災害など、全国の事故・
災害の概況について幅広く概括的
な情報を提供している。同白書に
よれば、近年は、住宅火災死者お
災害発生を未然に
と対策技術の確立
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よび危険物施設の事故が増加傾向
を示しており、特に図表 2 に示す
ように危険物施設での漏洩事故は
2006 年に過去最悪を記録した。
　住宅火災死者については、従来
から高齢者・乳幼児・身体機能に障
害を有する人々などの災害弱者と
呼ばれる人々への安全対策が大き
な課題とされてきた。しかし火災
統計分析の結果によると、図表３
に示すように、熟年無職男性の死
亡率の増加という最近の特徴的な
傾向も明らかになっている３）。
　一方、危険物施設の漏洩事故増
加の主たる要因としては、施設老
朽化と維持コスト削減などに起因
する腐食・劣化が考えられるとさ
れている。しかし、これにも詳細
な分析が必要であり、統計数字に
は表れていないが、台風など強風
による浮き屋根型石油タンクにお
ける浮き屋根の損傷など、従来見
られなかった形態の施設被害も発
生している。また、2007 年に新
潟県上越市で発生した化学工場の
爆発事故のような従来型の事故に
ついても、依然として増加傾向が
懸念されている。
　このような事故や災害危険の増
大傾向が懸念されるなか、一方で
は、図表４に示すような首都高速
道路新宿線の建設を始めとした大
都市圏における地下空間開発や、
図表 2　危険物施設における漏洩事故発生件数と被害状況
図表 3　男女別・年齢別の住宅火災死亡率
出典：参考文献３）
図表４　首都高速道路中央環状新宿線の概要図
出典：参考文献４）
出典：参考文献２）
※イラストはイメージです
女性
0.0
1.0
2.0
3.0
0－
4
5－
9
10
－
14
15
－
19
20
－
24
25
－
29
30
－
34
35
－
39
40
－
44
45
－
49
50
－
54
55
－
59
60
－
64
65
ov
er
1990 
2005 
男性
0.0
1.0
2.0
3.0
0－
4
5－
9
10
－
14
15
－
19
20
－
24
25
－
29
30
－
34
35
－
39
40
－
44
45
－
49
50
－
54
55
－
59
60
－
64
65
ov
er
1990 
2005 
死亡率（人／
10万人）
歳 歳
41
23
32 31
19
2 2
0 0 0
331 359352334
392
432
223
307
250
365
0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
2001 2002 2003 2004 2005 （年）
0
100
200
300
400
500
600
負傷者数（人） 死者数（人） 漏えい事故発生件数（件） 損害額（百万円）
死
傷
者
数
漏
え
い
事
故
発
生
件
数
お
よ
び
損
害
額
（件、百万円）（人）
科 学 技 術 動 向　2007年 9月号
38
高層・大規模建築物の建設が急速
に復活している。過密都市空間の
災害に対する脆弱性を増大させ
る周辺情勢の変化が進行してい
る４）。
図表 5　集中豪雨の頻発化
出典：国土交通省作成資料
3  消防防災科学技術の研究開発 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　地方自治体消防機関および総務
省消防庁等で、個別にあるいは連
携して実施されている、我が国の
消防防災科学技術の研究開発の現
状を以下に概説する。
　 ３‐１
地方自治体の
消防機関における研究開発
　消防防災の科学技術に関して研
究開発部門を有する地方自治体の
消防機関は、札幌市消防局、東京消
防庁、川崎市消防局、横浜市安全管
理局、名古屋市消防局、京都市消防
局、大阪市消防局、神戸市消防局お
よび北九州市消防局の９機関であ
る。研究開発部門の定員は９機関
で計74人であり、研究費総計は約
１億円である。各消防機関の研究
費には、180万円から5000万円ま
で大きな幅がある。
　地方自治体の消防機関では、消
防装備・資機材等の改良、改造等、
消防隊の勤務形態に関する研究、
火災性状に関する研究など火災等
の災害現場に密着した技術開発や
応用研究、防災資機材等の改良・
改造、火災原因調査に係る原因究
明のための調査、分析、試験等が
行われている。
　各消防機関の最近の主な研究開
発課題は、
・消防隊員の勤務時の身体負荷に
関する研究（札幌市消防局）
・隊員安全管理システム、現場用
化学分析機器（東京消防庁）
・ウォータミスト消火ノズルの開
発（横浜市安全管理局）
・防火戸の改良開発（京都市消防
局）
・天然系界面活性剤による新消火
薬剤（北九州消防局）他
などである。これらの消防機関は、
毎年、「大都市消防防災研究機関
連絡会議」を開催し、消防防災の
科学技術についての意見交換を
行っている。
図表６　小型クローラ移動ロボット　FRIGO-M
図表６　開発された防水、防塵、防爆、耐衝撃性の高い本体(FRIGO-M)
　自然災害としては、2006 年新
潟県中越・2007 年能登半島沖・
2007 年新潟県中越沖のそれぞれ
の地震に見られたように、地震と
土砂災害が複合して被害を増大
させているというのも最近の特
徴と言える。
　海外に目を転じると、インド洋
地震津波災害（2004年）、ハリケー
ン・カトリーナ（2005 年）、フィ
リピン・レイテ島南部の地滑り
（2006 年）等の、巨大な地震・津
波、竜巻・台風、土砂崩れ等、自
然災害が多発する傾向も感じら
れる。2005 年に米国で発生した
ハリケーン・カトリーナのような
高潮災害に象徴されるように、近
年、世界的に見ても大規模水害が
多発している。これに対して内閣
府は「大規模水害対策に関する専
門調査会」を設置したが、我が国
でも豪雨の発生頻度が近年増加
傾向にあり（図表５）、大規模水
害が発生しても被害を最小限に
食い止めるための対策は緊急の
国家的課題であることが表明さ
れている５）。
１．1 時間降水量 50 ㎜以上の降水の発生回数
500
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0
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集中豪雨の頻発
S51～60
平均209回
S61～H7
平均234回
H8～17
平均288回
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10
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2．1 時間降水量 100 ㎜以上の降水の発生回数
S51～60
平均2.2回
S61～H7
平均2.2回 平均4.7回
H8～17
１時間降水量の年間延べ件数
（全国のアメダス地点　約1,300箇所より） 出典：気象庁資料より国土交通省において作成
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図表７　消防隊員の活動支援機器のイメージ
検知ロボット
３‐２
国としての研究開発
　2006 年４月に消防技術政策室
が総務省消防庁に新設され、本
庁および消防研究センター（旧
（独）消防研究所）において、緊急消
防援助隊の装備開発、地震等大
規模自然災害対応情報システム
等、全国に共通する課題につい
て研究を実施している。2007 年
8 月現在、消防庁消防研究セン
ターの研究者数は 26 名、研究費
は約３億円／年である。以下に、
現在実施されている主な研究開
発課題を紹介する。
(１）ロボットの研究開発
　2006 年までに NBC テロ用のロ
ボット開発として、消防本部で
導入可能な価格で、かつ実用性
能の高いロボットの開発を実施
してきた。NBC 災害とは、核・
放射線や放射性物質による災害
（Nuclear）、生物・ウイルスやリ
ケッチア・細菌等の病原性微生
物による災害（Biological）、化学・
有毒化学物質による災害などの
特殊災害（Chemical）などの特
殊災害を指す。これまで開発し
たロボット技術を応用し、防護
服などを身につけた隊員を認識
判別して、自律的に追従移動し、
移動経路を認識記憶し、発見した
要救助者を自律的に安全な領域
まで搬送することができる、新し
いロボット「FRIGO-M」６）の開発
が進んでいる。これは、図表６
に示すような防水・防塵・防爆・
耐衝撃性に優れた本体を持ち、
消防隊員の活動を支援して隊員
の負担を軽減しようとする機器
である。
　図表７には、NBC 災害などの
特殊災害時における消防隊員の
活動支援機器のイメージを示す。
(２）石油タンクの地震対策の
研究
　2003 年の十勝沖地震の際に苫
小牧の石油タンク２基から出火
し、多くの浮き屋根式タンクが損
傷した。このような例を踏まえた
対策技術の研究が実施され、石油
タンクの構造に関する消防法の基
準改正を目指している。図表 8 に
示すような、最大直径 30 ｍの実
タンクでのスロッシング（液面揺
動）実験等を実施し、浮屋根挙動
に関して予測技術を開発してい
る。
　また、地震波動伝搬予測手法を
構築し、地震時に石油タンクが
被っているであろう被害を、地震
図表８　模型タンクの揺動実験風景
（独）防災科学技術研究所に設置された起震機
平成１８年度
１．追従移動技術の開発
防護服を着た
消防隊員
画像認識
マーカー
自動追従
ロボット
・ロボットは隊員の操縦（負担）無しに
 自律的に活動現場へ移動
研究開発技術の現場への応用
研究開発の発展的展開
３．資機材の自動搬送
平成１９年度
２．移動経路認識技術の開発
移動経路認識
ロボット
現場へ移動：往路
・ロボットが画像、センサデータを
 記録し移動経路を記憶する
最終的な研究開発目標
資機材搬送
ロボット
４．要救助者の自動搬送
消防・救助
活動用資機材
・ロボットが搬送を行うことにより隊員の負担を軽減
・複数のロボットで各種サイズ、重量の資機材に対応
活動後、
交替・撤収：復路
・迷路的なプラント内移動経路を自律的に
 認識し、ロボットが帰路を先導
移動経路 ①ロボットは隊員に自動追従
②要救助者
　発見！
③隊員は
　次の活動へ
④ロボットは自律的に
要救助者搬送 ④ロボットが自律的に
要救助者を搬送
・隊員の肉体的 , 精神的負担の軽減
・隊運用の効率化
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図表９　地震時の石油タンク被害のリアルタイム予測システムのイメージ
図表 11　消防隊員が火炎中で受ける熱影響のシミュレーション
　　　　 （表紙カラー図参照）
図表 10　火災領域の風下に形成される旋風現象
　　　　 （表紙カラー図参照）
直後にリアルタイムで予測し、現
地消防本部などの関係機関に通報
するシステムの開発を行ってい
る。図表９に、地震時の石油タン
ク被害のリアルタイム予測システ
ムの全体イメージを示す。
(３）過密都市空間の火災対策に
関連した研究
　地下施設や超高層ビル等の複
雑大規模な空間における火災の
進展予測が研究されている。市
街地延焼火災時の火災旋風現象
（図表10）など過密都市空間での
火災の進展等を予測する手法の
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石油タンクの被害推定
●液面揺動
●浮き屋根挙動
●側板応力等
●浮き上がり挙動
●地盤液状化危険度
関係機関（消防機関・自治体・事業所）
迅速かつ的確な
応急対応
石油タンクの異常・被害発生について特に注意を払うべき所はどこかがわかる
地震動
観測情報
強震動の事前予測
●想定大地震
●短周期地震動
●地盤の非線形挙動
●長周期事震動
●地盤液状化危険度
強震動
予測結果
事故・被害の
より効果的な予防対策
石油タンクに関する研究
●腐食劣化評価手法の高度化
●タンク底部の浮き上がりに
よる損傷評価手法の検討
●浮き屋根揺動時の強度評価
手法の検討
地
震
発
生
前
地
震
発
生
時
配
信
配
信
成果
活用
地震動に関する研究
●石油タンクサイトに
おける地盤資料の収集
と地震動特性の分析
●長周期地震動の理論
的・観測的予測研究
成果
活用
石油コンビナート地域にお
ける強震観測・強震動監視
地震記録
地震記録
石油タンク地震被害推定システム
地震動情報伝送伝達
●地震動情報電子メールを受信
して自動的に処理集約
●地震動情報を一目瞭然に表示
（計測震度／最大地動加速度・
最大地動速度／応答スペクトル
など）
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確立、効果的な消防活動を支援
する技術の研究開発、過酷な消
防活動環境に耐える消防防火服
の開発（図表 11）を行っている。
　その他にも、「大規模自然災害
発生時における緊急消防援助隊の
部隊運用など、消防防災活動を支
援するための情報伝達・意思決定
支援システムの開発」、「新たに流
通使用されることとなる物質が有
する火災爆発危険性の評価技術、
消火および再着火防止技術に関す
る研究」、「原子力施設など特殊な
施設・環境での火災等の性状把握
と消防隊員の安全確保・負担軽減
技術の研究」などが実施されてい
る。
３‐３
消防防災科学技術研究
推進制度による研究開発
　消防防災科学技術の産学官
連携研究を推進させるために、
2003 年度より、新たに競争的資
金制度（3.5 億円／年）が創設さ
れた。2006 年度までの４年間に、
民間企業・大学・地方公共団体
等の産学官連携研究として、「水
損低減型２流体消火ノズル」、「津
波による石油タンクへの影響評
価」、「軽量・機能化を図った大
容量水中ポンプ」など計 48 課題
が採択された。これらの中には、
総合科学技術会議の産学官連携
功労者表彰総務大臣賞を受賞し
たものが２件ある。「水／空気２
流体混合噴霧消火システムを用
いた放水装備」および「少水量
型消火剤の開発と新たな消火戦
術の構築」）である。
　2007 年度からは、消防機関
との共同研究を前提とした「現場
ニーズ対応型研究」枠が新たに設
置された。ここでは、より災害
現場に密着した「出口の見える研
究」が優先的に実施される仕組み
作りが模索されている。「次世代
防火服の開発」「分子認識による
超高感度火災検知センサー」「全
面タンク火災消火支援用筏の開
発に向けた実用可能性の研究」な
どが課題に挙げられている。
　安全・安心社会の創出に貢献す
る科学技術成果を、限られた研究
資源のなかで実質的に得るため
には、適切な課題の選択と研究資
源の集中が不可欠である。以下で
は、総合科学技術会議および総務
省消防庁から示されている重点
化の方向性について概説する。
４‐１
第３期科学技術基本計画に
盛り込まれた重点課題
　総合科学技術会議が策定した
第３期科学技術基本計画には、
「安全・安心な社会の実現」が大
きな柱の一つに盛り込まれてい
る。消防防災の科学技術につい
ても、分野別推進戦略の重点研
究課題として取り上げられてい
る 7）。以下では、取り上げられ
ている各課題について紹介する。
(１）安全・安心社会を実現する
材料・利用技術
　突発的な災害や事故から身を
守るための防具用材料の開発お
よび利用技術等の開発が必要と
されている。例えば、地下施設・
超高層ビルなどにおける火災な
どの環境にも耐え、安全かつ効
果的な消火活動を行えるような、
耐熱性と快適性を併せ持つナノ
ファイバー素材等の材料技術お
よび評価技術開発が課題として
挙げられている。2008 年までに
性能についての要求レベルを明
確にし、ナノテク消防防護服に求
められる耐熱性能・快適性能・運
動性能などの性能・機能の評価方
法について研究を行い、先進消防
防護服の開発を行う計画である。
　
(２）様々な用途の建物・施設に
おける火災時の安全確保
　2010 年度までに建物・施設に
用いられている物質の燃焼特性
をデータ化し、一般的な建築物・
地下施設・超高層ビル等の様々
な空間における火災進展につい
て、コンピューターシミュレー
ションによる予測手法を開発す
る。また、この予測手法を利用
して避難・警報等のシステムを
高度化し、火災予防対策の強化
や建物・施設等の各々の特徴を
考慮した有効な消防戦術を確立
する。
(３）大規模地震時の危険物施設
等の被害軽減
　2006 年度中に、実規模タンク
を使用した浮き屋根の揺動実験
を行い、浮き屋根の標準的な改
修手法を開発した。2010 年度ま
でに、大規模地震時の危険物施
設等の被害軽減に関する研究開
発を実施する。長周期の地震動
に強い石油タンクの研究開発に
代表される災害予防対策や、地
震発生直後に石油タンクの揺れ
や津波による被害を予見診断す
る手法の研究開発などを行なう。
併せて、石油タンクの耐震性に
直接関わるタンクの健全性（腐
食劣化の有無や度合い）を、タ
ンクを開放すること無しに評価
する手法を開発する。地震の揺
れによる石油タンクの被害を精
度よく、リアルタイムに予測する
技術開発の概要を図表12 に示す。
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科 学 技 術 動 向　2007年 9月号
42
図表１2　危険物施設の地震被害を予測し軽減する技術開発
(４）大規模災害時等の消防防災
活動支援情報システム
　大規模地震災害時等における
被害軽減のためには、迅速かつ的
確な初動対処が必要である。全て
の災害対応の基礎として、防災情
報の収集・伝達・分析の正確性・
迅速性が必須である。例えば、リ
アルタイム火災延焼シミュレー
ションを活用することにより、震
災などによる同時多発火災に対
する最適消防力運用について、県
内応援隊・緊急援助隊を考慮し
た災害地域の受援側における消
防力最適運用システムを開発す
る。また、応援側においては、適正
な支援部隊とその編成・展開に
関する情報を提示できる消防力
最適配備支援プログラムを開発
する。具体的には、2010年度まで
に、国および地方公共団体の効果
的な防災活動を可能とする支援シ
ステムや情報通信システムの開発
を行うとともに、高度化した災害
時の情報収集伝達・分析技術を開
発する。図表13にその概要を示す。
(５）特殊災害に対する消火方法・
安全確保
　2010 年度までに、特殊な施設・
環境・原因による火災等の性状
の把握と消火方法を確立する。
その結果を踏まえ、2015 年度ま
でには、特殊な火災等にも対応
した消火方法等の実用化を図り、
消防隊員の安全を確保し、かつ
負担を軽減することを目的とし
た支援機器を開発する。
(６）化学物質の火災爆発防止と
消火
　2010 年度までに、新規危険性
物質（例えば、リサイクル資源な
ど）の火災爆発危険性を把握する。
蓄熱危険性・自然発火危険性・爆
発危険性等についての評価手法を
開発し、データの蓄積を図る。化
学物質の漏洩事故や火災事故に対
応するため、タンク火災や漏えい
油火災の消火および再着火防止技
術等も開発する。
図表 12　危険物施設の地震被害を予測し軽減する技術開発
図表13　消防防災活動支援情報システムの開発（表紙カラー図参照）
図表１3　消防防災活動支援情報システムの開発
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４‐２
消防防災科学技術高度化
戦略プラン（第２期）８） 
　2005年度までを目標年度とし、
消防防災科学技術のあり方につ
いて外部有識者からなる消防防
災科学技術懇話会（座長：上原陽
一横浜国立大学名誉教授）での審
議が行なわれた。ここで策定され
た「消防防災科学技術高度化戦略
プラン（第１期）」 ９）は、第３期科
学技術基本計画との整合性を図
りつつ、火災等災害の状況変化、
科学技術の全般的動向をも考慮
した改訂が実施された。この改定
は、2007年２月に消防防災科学
技術高度化戦略プラン（第２期）
として消防庁より発表された10）。
　このプラン策定にあたっては、
全国 100 都市（政令指定都市・
県庁所在地およびこれに準ずる都
市）の消防本部を対象として、技
術の導入・実用化の緊急性に関し
て下記 10 項目（76 細目）のアン
ケートが実施され、その結果がプ
ランに反映されている。
①情報化による防災システムの高
度化促進
②住宅防火対策等の推進
③防災力の質的向上
④消防活動支援施設、消防活動用
資機材等の高度化
⑤特殊災害対策の強化
⑥危険物施設等の保安対策の充実
⑦救急・救助業務の高度化
⑧環境への配慮
⑨国際化への対応
⑩国民保護のための仕組みの整
備・充実
　本プランでは、重点的に取り組
むべき研究開発課題を下記の４項
目として整理した。
・高齢者など災害時要援護者に配
慮した国民の安心・安全の確保
・大規模災害への備えの充実
・先端技術を活用した高度な消防
防災活動の実施
・増加する救急需要への対応と救
急業務の高度化
　そのうえで、科学技術を担う人
材の教育体制の充実、消防防災科
学技術に関する情報共有化の推
進、国と地方および関係機関・業
界とが連携した推進体制の充実強
化が、実施すべき施策として挙げ
られている。
図表 14　ナノテクノロジーを活用した消防防護服の開発と次世代の消防防護服
5  消防防災科学技術の領域での科学技術に基づくイノベーションの実現 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
５‐１
実用化の出口における連携
　４章で紹介した各課題に対応す
るように、現在、消防防災科学技
術の分野でイノベーション実現に
向けて実施されている取り組みに
ついて、以下に紹介する。これら
の試みは、いずれも、「研究開発
の結果、成果が得られているが、
具体的な実用化の出口が見えな
い」状況にある研究課題について、
消防防災の現場でのニーズから選
別し、国が中心となって、産学官
連携、府省連携、国・地方連携の
枠組みによって、現場での科学技
術イノベーションに繋げようとす
るものである 11）。
(１）ナノテク消防防護服の研究
開発
　ナノテクノロジーを活用した消
防防護服の開発と次世代の消防防
護服の研究開発は、図表14 に示
すようなものである。経済産業省
の競争的研究資金により、素材の
耐熱性能
機械的性能
化学的性能
快適性能
運動性能
その他の性能
現有消防服 ナノテク消防服
具体的な数値
目標を設定
マネキン試験 結果の表示
数値シミュレーション
生地の熱特性など
物理的特性の入力
火災環境、衣服内
環境を数値化して入力
消防服の生地
火傷割合
正面 背面
赤：３度火傷
オレンジ：２度火傷
黄色：１度火傷
ナノテク素材の評価
消防防護服の評価
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従来のヘリコプターから
の映像伝送
中継
車
映像撮
影
従来のヘリコプター映像伝送は、ヘリコプ
ターが見える範囲に中継車などが必要な為、
例えば災害時に道路が壊れたり、場所が山
岳や海上の場合は伝送が困難となる。
通信範囲は
40～50ｋｍ
と狭い
災害対
策本部
救急
医療
機関
基地
局
映像撮影
ヘリコプター衛星通信に
よる映像伝送
ヘリコプターから衛星に直接通信すれば、中継車の制
約が無いのでいつでもどこでもリアルタイムで災害映像
を伝送する事が可能。
14GHz帯
12GHz帯
直接衛星と通信
中継車等を必要
としない為、ヘリ
コプターの機動
性を生かせる
災害対策
本部
救急医療
機関
開発を民間企業と独立行政法人の
研究所で実施し、消防活動現場に
おけるニーズの整理と評価技術を
総務省消防庁で行なっている。府
省連携および産学官連携の推進体
制を図表15 に示す。
(２）ヘリサットの導入配備
　ヘリサットとはヘリコプターと
通信衛星との直接交信技術であ
り、（独）情報通信研究機構で開発
されたものである（図表 16）。現
在、この技術を政府の消防防災ヘ
リコプターに配備しようとしてい
る。2004 年の新潟県中越地震の
図表 16　へリコプターと通信衛星との直接通信が可能な技術の導入
図表 15　ナノテク消防服の研究開発体制の全体イメージ図
際には、ヘリコプターからの被災
地映像の中継が、地上被害のため
に困難となり、情報伝達の脆弱性
が明らかとなった。この研究開発
は、将来の大規模災害時の非常通
信確保の技術的解決を図ろうと
するもので、大きな期待が寄せら
れている。
(３）偵察・支援ロボットの緊急
援助隊への配備
　消防緊急援助隊の装備として国
費で開発した機器を、地方自治体
の消防本部で実戦用に配備し、試
用することが進められている。図
表 17 に示す機材は、1995 年の
地下鉄サリン事件の際に、救助活
動に従事した消防隊員もサリン被
爆した経験から開発されたもので
ある。目標仕様として、「霞ヶ関
の地下鉄ホームまで地上から浸入
し、有毒物の分析・検出が可能（地
上に戻ることは要求せず、回収は
事態収集後という設定）」という
設定で開発されている。消防本部
での導入が可能となるよう、国費
ではさらに、機能限定した廉価版
の開発を継続実施している。本開
発に関わった企業は、この技術を
製品化し販売を開始した。
消防活動、戦術向上のための高性能装備の開発
火災状況に対応できる先進防火服の開発
目標　：　熱防護性、快適性、運動性を現有消防服よりも向上させた
　　　　　消防服を開発すること
研究体制 研究の枠組み
総務省消防庁
消防大学校
消防研究センター
「ナノテク消防防護服の要素開発
および評価方法の研究」
経済産業省委託
ナノテク消防服開発グループ
（民間企業）
「ナノテク先端部材実用化
研究開発」
熱遮断性能などに優れたナノテクの活用
ナノテク消防防護服の要素開発
ナノテク消防防護服の評価手法の開発
研究項目
　・開発消防服の性能目標の設定およびロードマップの作成
　・現有サーマルマネキン装置の改良
　・試作ナノテク消防防火服生地の性能評価
　・性能評価数値シミュレーションの開発
●ナノ粒子を現有耐熱素材への表面被覆によ
るさらなる熱防護性の向上
●ナノ技術を現有耐熱素材へ活用することに
よる繊維素材の軽量化
●防護服のインナー素材をナノ加工すること
による快適性能、運動性能の向上
ナノテク先端部材実用化研究開発
連携 協力
研究推進委員会 （仮名） 総合調査委員会 （仮名）
連携 ・ 協力
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ナノコー ティング技術
ナノ中空糸
ナノボイド（空孔）
ナノ粒子添加
ナノフィルター
冷却素材　等
図表 18　初期需要の政策的創出のイメージ図 
５‐２
研究開発成果を
社会のイノベーション
につなげるために
　ここでは、やや一般的なイノ
ベーション論に立ち返り、研究開
発成果が社会のイノベーションに
つながらない問題を考えてみた
い。
　マキャヴェリは、社会改革の達
成が困難である理由を彼の「君主
論」の中で次のように指摘してい
る。「新秩序の導入は、旧制度の下
でうまくやっていた全ての人を
敵に回すことになる。しかも、新
しい秩序を受け入れた人も、恐る
恐る受け入れているにすぎない。
消極的になるには二つの理由が
ある。一つは旧制度にしがみつい
ている人の恐怖心であり、もう一
つは新しい制度への猜疑心であ
る。」12）この言葉ことは、科学技術
で社会のイノベーションを起こ
そうとする場合に置き換えても
当てはまる。すなわち、新しい技
術を導入しようとする時、下記の
ような２つの意味で抵抗を受け
ることがある。
・イノベーションを導入しなくて
もやってきた人々からは「現状
で何が悪いのか」という声が上
がる。
・イノベーションを導入するこ
とにより達成されるものの効果
（例えば、費用対効果比）が不
確かで、「どう改革されるの
か」が分からないと言われる。
　研究開発成果に基づく社会的な
イノベーション実現を阻む障壁に
ついては、開発・事業化・産業化
の各段階に、「デビルリバー（魔
の川）」・「デスバレー（死の谷）」・
「ダーウィンの海」などと名付け
られている。安全安心のための
技術を実現するには、俯瞰的ア
プローチ、すなわち、「問題の全
体像把握」・「分野を超えた知の活
用」・「問題解決志向の知識連携」
を併せ持ったようなアプローチが
不可欠との主張もされている。
　では、こうした障壁を超えて、
研究開発成果を社会の現場のイノ
図表 17　東京消防庁に配備された検知・探査型災害対策用ロボット
出典：参考文献 13）
ベーションに繋げるには、どうす
ればよいのであろうか。かつての
米国のアポロ計画は、ＧＰＳ・イ
ンターネット・ケブラー繊維など
を社会にもたらした成功例と言わ
れている。このような例を見ると、
「先端技術成果とその製品は、初
期においては実績の欠如から従来
技術に慣れ親しんだニーズ側に受
け入れられない傾向が強く」、し
たがって、「シーズ側の投資意欲
が醸成されず」、「イノベーション
が停滞する」という悪循環を解決
することが、研究開発成果をイノ
ベーションに繋げる鍵となると考
えられる。
　「魔の川」・「死の谷」・「ダーウィ
ンの海」を越えるためには、イ
ノベーションサイクルを好循環
させる方策として、初期段階にお
いて、先端技術とその製品を購
入するハイスペックユーザーを
ファーストカスタマーとして確
保することが重要であると考え
られる。例えば GPS・インター
ネット技術・ケブラー繊維など
は、米国の国防需要での調達に支
えられ基盤を築いた。このよう
に、ハイスペックな官公需が初期
図表１7 東京消防庁に配備された検知・探査型災害対策用ロボット 
5.２ 研究開発成果を社会のイノベーションにつなげるために 
ナノテク防護服の共通
基盤技術の確立
・遮熱性（炎、輻射熱）
・難燃性
・撥水性
・耐酸、アルカリ
・耐浸透性
・耐磨耗性
・耐引き裂き力
・透湿性、通気性
・軽量性
現在の世界の消防服
Nomex 繊維（アラミド繊維、
デュポン社）が世界的に流通。
1960 年代に開発。
一般民生・産業分野への展開
（化学プラント、各種作業現場の怪我
防止、スポーツ衣類、医療用具、家庭
用品、建材など）
官公需
（消防服、放射能施設、防衛関係、
バイオハザード防護服等）
ナノテク防護服の開発
初期市場形成効果
・元々は火薬製造現場の防
護服。現在も、国防省と
共同開発中。
・ケプラー繊維（対切削性）
・米国では、国防省とM I T
で、ナノテクソルジャー
の研究開発を実施中。
日本の多くの企業が技術
アイディアを持つが初期
市場がないため、開発リ
スクが大きく、消極的。
幅広い波及分野
ナノテク活用
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○ 技術を導入する必要性の評価
　 その技術が無くても解決できるか、あるいは、その技術無しには解決できないか
○ 導入による効果の予測と整理
　 その技術によってのみ解決できる事態は何か
　 その事態の発生頻度は極めて稀か、頻繁か
○ 解決すべき課題により現在被っている損失
　　（＝解決のために投入することのできる費用はどの程度か）
○ 解決に要する費用はどの程度か
○ 代替手段との比較（費用、効果、なじみ易さなどの観点において）
○「役に立つ」という研究開発者の主張の信憑性等の評価
注：価格についての見積もりでは、初期導入時の価格と普及後の価格のいずれで計算する
かが問題である。（導入による直接効果以外に、例えば、１台目は高くても２台目以降を安
くする効果も存在する。）
図表 19　新技術の導入に関する評価の考え方
の開発リスクを負うとともに初
期需要を創出していくことで、開
発成果が一般の産業や民生分野
に波及していくことが容易にな
るものと期待される。図表18 は、
経済産業省の報告書から引用し
た、ナノテク防護服に関する初期
需要の政策的創出のイメージ図
である。
　研究開発を担う研究者の多くが
陥る間違いに、「目標達成には何
を解決すべきか」ではなく、「自
分は何が解決できるか」によって
研究課題や研究の方向性を決めよ
うとする点がある。「開発者が自
ら使用者である場合」と「開発者
と使用者が異なる場合」とでは、
開発成果物の評価に大きな相異が
生じるのが一般的である。「自分
が開発した技術は重要視する」が
「他者が開発した技術には批判的」
という研究者の傾向も、イノベー
ションの実現の障壁となってい
る。この両者が相まって、「研究
成果が上がっているのにもかかわ
らず、現場では使ってもらえない」
という研究開発者の声と、「現場
で使える研究成果がない」という
現場の声が、平行線でとどまって
いる原因になっていると考えられ
る。すなわち、「開発する側の視点」
と「使用する側の視点」の間の乖
離の問題である。
　消防防災科学技術においても、
初期需要の政策的創出のために
も、「開発する側の視点」と「使
用する側の視点」の間の乖離の問
題解決のためにも、開発段階から
ユーザーを巻きこむことが有効で
あると思われる。すなわち、研究
開発された成果物が、消防防災の
活動現場で使用されるというアウ
トカムにつながるためには、研究
開発の体制だけは不十分であり、
以下に掲げるような「調達までを
見越した仕組み」をイメージする
ことが重要であろう 14）。
・開発時点から消防機関を巻き込
んで行なうことが不可欠
・開発された物を導入する際の費
用・効果についての客観的な評
価手法を持つ
・調達を視野に入れて開発を行な
うこと
　特に、官公需による初期需要の
政策的創出の場合は、それらが客
観的・合理的に行われるためには、
導入を検討する新技術について、
財務担当者や納税者に対しての十
分な説明責任が果たされることが
必要となる。したがって、例えば
図表 19 に示すような評価技法を
開発することが必要と思われる。
５‐３
消防防災の領域に固有な問題
と科学技術コーディネーター
の必要性
　最後に、消防防災科学技術に特
有のイノベーション阻害要因を考
えると、以下の２点が挙げられる。
(１）全体としても市場規模が小さ
い。
　日本の消防職団員の数（ここ
で い う ユ ー ザ ー 数 ） は 100 万
人程度である。日本全国の消防
予算約 2 兆円の中で、装備費は
10% 以下にすぎない。
(２）日本の 800 強の消防本部が個
別に資機材調達している。
　現状の資機材調達では、新技術
の導入に関する司令塔が不在であ
り、開発モチベーションが働きに
くい。
　このような消防防災科学技術に
特有の問題を解決するには、国と
地方の連携が重要であろう。国が
主導する標準仕様策定とユーザー
の要求仕様の絞り込み、さらには
共同購入の仕組みの導入などの施
策が有効であると考えられる。
　以上述べてきたような研究開発
成果を、社会のイノベーションに
繋げる仕組みが十分に機能するた
めには、研究成果の価値を客観的
に理解・評価でき、説明できる科
学技術コーディネーターの存在が
重要である。現在の我が国では、
こうした人材は得難く、これらの
育成と設置が今後の鍵となると考
えられる。
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